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§ 開催要領 
 

【趣旨説明】 
⽇本都市計画学会北海道⽀部では、都市計画に関する⽇頃の研究内容や実践活動を広く発

表する機会を設けることを⽬的とし、⽀部研究発表会を開催します。発表いただく内容は研

究論⽂に限ることなく、都市・地域づくりの現場における実⽤性に寄与する実務報告や実践

報告も含めたものとし、都市計画に関連する分野の⽅々の情報交換や交流の機会になること

を期待します。本年度は⼈が集まる魅⼒的な場所「よりどころ」を本研究発表会のテーマと

して設定します。 

公益社団法⼈⽇本都市計画学会北海道⽀部 ⽀部⻑ ⾼野 伸栄 

 

１．⽇時  2022 年 11 ⽉ 26 ⽇（⼟）13:00〜18:00 

２．会場  北海道⼤学⼯学部Ａ棟 2 階 アカデミックラウンジ１・２ 

北海道札幌市北区北 13 条⻄ 8 丁⽬ 

３．開催⽅式  会場・オンライン(ZOOM)併⽤開催  

４．研究発表の形式  プレゼンテーション資料を⽤いた⼝頭発表 

５．研究発表の内容 

北海道⽀部研究発表会では、地域資源を活かしたまちづくり、都市⽂化、地⽅分権、サス

テイナブル、参加と組織、都市・地域の再⽣、都市・地域経営、観光、交通、ランドスケー

プ、海外都市計画などをはじめとする、建築、⼟⽊、造園及び関連分野の都市計画に関する

計画、デザイン、分析、調査、事業等についての研究を募集します。⾃らのまちづくりの活

動事例や業務成果の報告でも構いません。応募者⾃⾝が公開の場で発表を⾏うものとします。 

研究発表は、これまでどおり都市計画に関するあらゆる内容を「⼀般部⾨」として募集す

るとともに、本年度研究発表会のテーマ「よりどころ」に係るものを「テーマ部⾨」として

募集します。 

６．研究発表の応募資格 

発表者は本会員であることを必ずしも求めません。発表内容は、未発表のものだけでなく、

研究発表会などで発表された内容、プロジェクトを別途発表したものであっても可とします。

発表の可否については、「4．内容」に相当するものかを⽀部において判断する場合があり

ます。 

７．参加費  研究発表者・⼀般聴講者ともに無料 
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８．表彰 

アブストラクトと⼝頭発表から総合的に審査します。「優秀賞」、「奨励賞」、該当者が

いる場合は「特別賞」を授与します。最優秀なものに「⽀部⻑賞」を授与します。 

予稿集を作成し、北海道⽀部 HP（http://www.cpij-hokkaido.jp/）に掲載します。 

９．後援 

⽇本建築学会北海道⽀部、⼟⽊学会北海道⽀部、⽇本造園学会北海道⽀部、北海道都市地域

学会、⽇本計画⾏政学会北海道⽀部、⽇本都市計画家協会北海道⽀部、北海道地域観光学会、

北海道市⻑会、北海道町村会、北海道開発局、北海道、札幌市 

10．オンラインシステム 

＜⽇本都市計画学会北海道⽀部研究発表会オンラインシステム＞ 
〇URL：ttps://us02web.zoom.us/j/88658305710?pwd=U2d2Z3BGQ1NoQ0cwSlBQcWF2Qk16UT09 

〇ミーティング ID：886 5830 5710／パスコード：221126 

※オンラインシステムは ZOOM によります。 

※パスコードは設定しておりません。 

※URL が急遽変更になる場合、⽀部 HP（以下）で新たな URL 等をお知らせします。 

⽇本都市計画学会北海道⽀部 HP  http://www.cpij-hokkaido.jp/ 

 

【お問い合わせ先・お申し込み先】 

公益社団法⼈⽇本都市計画学会北海道⽀部 2022 年度研究発表会 

事務局︓伊藤徳彦／⼩⻄信義 

⼀般社団法⼈北海道開発技術センター調査研究部 

〒001-0011 札幌市北区北 11 条⻄ 2 丁⽬ 2 番 17 号 セントラル札幌北ビル 

Tel︓011-738-3363（事務所） Mail︓t-ito@decnet.or.jp（伊藤） 
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§ 全体プログラム 

 
12:30      会場開場／ 

12:50      オンライン開場 

【総合司会】   ⽇本都市計画学会北海道⽀部 副⽀部⻑ 愛甲哲也 

13:00      開会式 

開会挨拶    ⽇本都市計画学会北海道⽀部 ⽀部⻑  ⾼野伸栄 

13:10－14:10  基調講演 

演 題︓安平町における北海道胆振東部地震からの復興と「よりどころ」としての 

場所づくり 

講 師︓安平町⻑ 及川秀⼀郎⽒ 

=休憩 10 分= 

14:20－17:30  研究発表・総合討論 

全体司会    ⽇本都市計画学会北海道⽀部 副⽀部⻑ ⼩篠隆⽣ 

○14:20-15:30 研究発表セッション１【⼀般部⾨】 

司  会    ⽇本都市計画学会北海道⽀部 副⽀部⻑ 愛甲哲也 

コメンテーター ⽇本都市計画学会北海道⽀部 

幹事 渡部典⼤（北海道⼤学） 

幹事 松⽥泰明（北海道⼤学） 

=休憩 10 分= 

○15:40-16:50 研究発表セッション２【テーマ部⾨】 

司  会    ⽇本都市計画学会北海道⽀部 副⽀部⻑ ⼩篠隆⽣ 

コメンテーター ⽇本都市計画学会北海道⽀部 

幹事 酒井裕司（イメージランドスケーププランニング） 

参事 道脇正則（北海道） 

=休憩 10 分= 

○17:00-17:30 総合討論（全ての司会・コメンテーターによる） 

司  会    ⽇本都市計画学会北海道⽀部 副⽀部⻑ ⼩篠隆⽣ 

=休憩 10 分= 

17:40      表彰式・閉会式 

表  彰     ⽇本都市計画学会北海道⽀部 ⽀部⻑   ⾼野伸栄 

（終了予定 18:00） 
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§ 基調講演 

 
【趣旨説明】 

安平町では、平成 30 年北海道胆振東部地震からの復興を契機として、令和４年度に安平町

義務教育学校（⼩中⼀貫型）を完成させ、この施設をよりどころとしたまちづくりに着⼿して

います。本講演では、この取組みをリードする安平町・及川町⻑をお招きしてお話を伺いま

す。 

 

⽇本都市計画学会北海道⽀部研究発表会基調講演 

【論  題】 

安平町における北海道胆振東部地震からの復興と 

『よりどころ』としての場所づくり 

【講  師】 

安平町⻑ 及川 秀⼀郎 ⽒ 

【講師略歴】 
1965 年⽣まれ。北海道安平町（旧追分町）出⾝。⾼校卒業後に追分町役場に⼊社。

31 歳で企画財政課に配属、数多くの計画策定に携わる。役場職員として勤務する傍

で通信で⽇本⼤学に通い、法律について学ぶ。教育委員会事務局次⻑を勤めた後、

2018 年の安平町町⻑選挙に出⾺し、当選。趣味はランニングで、道内各地のフルマ

ラソン⼤会に参加し、先の「北海道マラソン 2022」でも完⾛を果たしている。

100km マラソンを完⾛したこともある。 
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§ 研究発表・総合討論 

 

【趣旨説明】 

本研究発表会は、⼟⽊、建築、造園及び関連分野の研究について、通常は各学会等で分野別

に議論される研究テーマについて、都市計画、まちづくりという視点から多様な観点からの議

論が⾏われるのが⼤きな特⻑です。 

地域資源を活かしたまちづくり、都市⽂化、地⽅分権、サステイナブル、参加と組織、都

市・地域の再⽣、都市・地域経営、観光、交通、ランドスケープ、海外都市計画などをはじめ

とする、建築、⼟⽊、造園及び関連分野の計画、デザイン、分析、調査、事業等の研究につい

て、応募者⾃⾝が⼝頭発表を⾏うものです。 

みなさまの活発なご議論を期待します。 

 

【司会・コメンテーター・パネラー】 
全体司会 ⽇本都市計画学会北海道⽀部  ⼩篠隆⽣副⽀部⻑（北海道⼤学） 

○セッション１ 

司  会 ⽇本都市計画学会北海道⽀部  愛甲哲也副⽀部⻑（北海道⼤学） 

コメンテーター 

⽇本都市計画学会北海道⽀部  渡部典⼤幹事（北海道⼤学） 

⽇本都市計画学会北海道⽀部  松⽥泰明幹事（北海道⼤学） 

○セッション２ 

司  会 ⽇本都市計画学会北海道⽀部  ⼩篠隆⽣副⽀部⻑（北海道⼤学） 

コメンテーター 

⽇本都市計画学会北海道⽀部  酒井裕司幹事 

（イメージランドスケーププランニング） 

⽇本都市計画学会北海道⽀部  道脇正則参事（北海道） 

○総合討論（全ての司会・コメンテーターによる） 

司  会 ⽇本都市計画学会北海道⽀部  ⼩篠隆⽣副⽀部⻑（北海道⼤学） 

 

【研究発表の進め⽅】 
○発表時間︓7 分／題、質疑応答︓3 分／題  

5



 

【セッション１／⼀般部⾨】 
司  会    ⽇本都市計画学会北海道⽀部 副⽀部⻑ 愛甲哲也 

コメンテーター ⽇本都市計画学会北海道⽀部 幹事   渡部典⼤（北海道⼤学） 

幹事   松⽥泰明（北海道⼤学） 

No.  研究発表タイトル、◎研究代表者（所属）、共著者 
予稿 

掲載ページ 

１  北海道美唄市南美唄地区共同浴場の維持に関する課題考察 
◎佐藤駿⽣（北海道⼤学⼤学院⼯学院）、森傑、野村理恵 

8 

２ 
 函館市⻄部地区における絵葉書から⾒た地域価値 

-⼈々の場所の感覚と⽇常感に着⽬して- 
◎松⽥穂⾹（ネッツトヨタ函館株式会社）、森朋⼦ 

9 

3 
 ⽇本の観光教育を参考にした中国の観光教育への提⾔ 

―⽇中観光系⼤学カリキュラムの⽐較をもとに― 
◎鄭星蝶（北海道⼤学国際広報メディア・観光学院）、上⽥裕⽂ 

10 

４ 
伝統的建造物群保存地区保存計画における修景・許可基準と改正内容に関する研究 
-全国 117 伝建地区を事例として- 

◎倉⽥英司（⼤阪市⽴⼤学⼤学院）、蕭耕偉郎、嘉名光市 
11 

５  都⼼部における公開空地等の緑化の傾向及び周辺の緑視率の変化 
◎相川萌⾳（北海道⼤学⼤学院農学院）、愛甲哲也 

12 

6  北海道の地⽅部における雪処理の負担と定住意識について 
◎⼩村健太（北海道⼤学⼤学院⼯学院）、岸邦宏、⾼野伸栄 

13 

７ 
 札幌圏⼤雪時の通勤・通学への影響 
 -2022 年 2 ⽉上旬に札幌を襲った⼤雪を対象としたアンケート調査より- 

◎⼤川⼾貴浩（⼀般社団法⼈北海道開発技術センター）、天⾒正和、⾼野伸栄 
14 
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【セッション 2／テーマ部⾨「よりどころ」】 
司  会    ⽇本都市計画学会北海道⽀部 副⽀部⻑ ⼩篠隆⽣ 

コメンテーター ⽇本都市計画学会北海道⽀部 

幹事   酒井裕司（イメージランドスケーププランニング） 

参事   道脇正則（北海道） 

No.  研究発表タイトル、◎研究代表者（所属）、共著者 
予稿 

掲載ページ 

８  ⾝体感覚からみる森林ウォーキングにおけるフローのプロセス 
◎張宜欽（北海道⼤学⼤学院国際広報メディア・観光学院）、上⽥裕⽂ 

15 

９  地下空間の場所化と利⽤者の場所性体験 
◎靳⼀丹（北海道⼤学⼤学院国際広報メディア・観光学院）、上⽥裕⽂ 

16 

10  ⼭⻄省祠の⽂化的核⼼と保存活⽤計画解析 
◎李校瑾（北海道⼤学⼤学院国際広報メディア・観光学院）、上⽥裕⽂ 

17 

11 
 オルタナティブ・スペースの変遷 
 〜札幌の事例を中⼼に〜 

◎加藤康⼦（北海道⼤学⼤学院メディア・コミュニケーション研究院） 
18 

12 
古本屋を核とした共有地と共有知への展望 
-DUAL BOOKs の- 

◎伊地知恭右（DUAL BOOKs）、伊地知亮⼦ 
19 

13  過疎地域における「よりどころ」としての交流拠点の機能に関する研究 
◎植野弘⼦（北海道⼤学⼤学院⼯学院）、岸邦宏、⾼野伸栄 

20 

14 
 北海道内地域における地域運営組織の形成プロセス 

- 研究の論点と組織形成プロセスの在り⽅ 
◎⽯井旭(地⽅独⽴⾏政法⼈北海道⽴総合研究機構建築研究本部北⽅建築総合研究所) 

21 
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1.目的と背景 

本研究は、北海道美唄市南美唄地区にある南美唄地区共

同浴場（以下、共同浴場）を対象として、共同浴場の維持

に関する課題を考察することを目的とする。 

かつて地域住民の入浴機会を提供するために整備された

共同浴場は、人口減少が顕著にみられる現在の状況下にお

いては、高額な維持管理費等の理由から今後の維持や存続

について検討されている。しかし、長年存在している共同

浴場は地域の重要な社会資源となっている可能性があるた

め、その社会的意義を踏まえた今後の議論が必要となる。 
2.調査概要 
 共同浴場管理者である美唄市及び運営者である南美唄地

区連合町内会に対してヒアリング調査を実施し、共同浴場

の役割認識や今後に対する認識を把握した。また、共同浴

場利用者９名に対してアンケート調査及び電話調査を実施

し、共同浴場の利用状況や認識を把握し、分析を行なった。 

3.共同浴場が持つ社会的意義の考察 

以上の調査から得た各関係者の共同浴場に対する認識を、

共同浴場の役割・廃止時の懸念点・現状抱いている不安や

不満・今後についての考え方に分類し、共同浴場が持つ社

会的意義について考察する（表１）。 
(ⅰ)日常行為としての入浴が生む自然な形での地域交流 

運営者及び多くの利用者が共同浴場内での交流を良い点 
として挙げており、また、利用者には日常生活の中で目的

を持った外出や地域内での交流を積極的に行わない人もい

ることが分かった。このことから、「入浴」という生活内

で必須である目的を伴う外出習慣が、地域住民間の繋がり

を自然な形で保っているということが考えられる。 
(ⅱ)日常生活における生きがいの創出 

 利用者にとっては、共同浴場での入浴が日常生活での外

出目的や楽しみになっていることから、共同浴場は地域住

民の生きがいの創出に繋がっていることが考えられる。よ

って、共同浴場の廃止は、利用者個人が見出している生活

の価値自体の損失に繋がる懸念がある。このことは、地域

住民の日常生活における主体性の喪失に繋がり、地域住民

の生活の無気力化などを引き起こす原因となり得る。 
4.共同浴場の維持に関する課題考察 

 共同浴場の維持に関しては、共同浴場に対する各関係者

の認識に差異があることや、運営者である町内会が市から

の赤字改善要求と利用者からの要望の板挟みになっている

ことが課題としてみられた。共同浴場の今後を巡る議論に

ついても、現状は財政的観点や衛生的観点に基づく議論が

中心となっており、運営者や利用者が認識している社会的

意義に配慮した議論は行なわれていない。 
よって今後は、関係者間の相互理解及び本研究で指摘し

た社会的意義に関して十分考慮した議論の元で、地域住民

の生活の質を維持していく今後の共同浴場の維持及び存続

の在り方について検討を行なっていくことが求められる。

表１. 美唄市・南美唄連合町内会・利用者の共同浴場に対する認識 

北海道美唄市南美唄地区共同浴場の維持に関する課題考察 

佐藤 駿生＊, 森 傑＊＊，野村 理恵＊＊＊ 

Shunki Sato＊, Suguru Mori＊＊，Rie Nomura＊＊＊ 

Keywords: 共同浴場, 旧炭鉱地区, コミュニティ，人口減少，過疎地域，立地適正化計画 

＊北海道大学大学院工学院 修士課程（Graduate Student, Graduate School of Eng., Hokkaido Univ.）
＊＊北海道大学大学院工学研究院 教授・博（工）（Prof., Faculty of Eng., Hokkaido Univ., Ph.D. in Eng.）
＊＊＊北海道大学大学院工学研究院 准教・博（学）（Associate Prof., Faculty of Eng., Hokkaido Univ., Ph.D.）
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１.  は

１．はじめに 

函館市西部地区（以下西部地区）は、国際貿易港として

開港した函館発祥の地で、歴史的建造物などの数多くの建

造物と、異国情緒漂う街並みが現在まで残されている。一

部伝統的建造物群保存地区（以下伝建地区）に指定された

地域資源の豊富な地域であり、観光地としても注目を集め

るが、その場所を訪れた時、どこか生活の場としての日常

感が感じられず整然とする。 

本研究は、当時の人々が持った西部地区に対する印象を、

当時の絵葉書から読み解こうとするものであり、ここに当

時の地域価値を見出し、現在の観光やまちづくりにおける

情報やその発信（NPO法人はこだて街なかプロジェクト・

函館市観光部・市立函館博物館へのヒアリング調査）との

差を見ることで現在の課題の一端を明らかにすることを目

的とする。なお、絵葉書は外部に向けての表現媒体であり、

当時の人々が外部にむけて発信したいと感じた場所を絵葉

書としたことが一般的に考えられることから着目した。 

２.  西部地区の概要 

現在の函館市域は、函館市の中心であった函館湊から都

市が拡大・発展した。この函館発祥の地である函館湊の中

心が「西部地区」であるが、地域範囲は明確に定められて

いない。本研究では、「函館市西部地区再整備事業基本方針」

を参考に、西部地区と中央・東部地区を位置付けた。 

西部地区は数多くの大火を経験し、その後の復興計画に

よって主要建物が移転し、函館の中心が西部地区から中部・

東部地区へと変化しており、明治から昭和初期にかけて都

市の様相の移り変わりが見られる地区である。 

３. 絵葉書の被写体としての西部地区 

函館市中央図書館デジタル資料館が所蔵する絵葉書から、

「函館名所」による検索の結果得られた284 枚の絵葉書を

場所ごとに分類し、「西部・中央地区」を被写体とする絵葉

書130 枚を抽出し、本研究の対象とした。 

図 1 は、130 枚の絵葉書の被写体を地図にし、撮影の対

象による違いを示した図である。現在の伝建地区の中心的

な場所以外、特に大町・末広町それぞれの街の電車通りが

特に多いことがわかる。 

４．まとめ 

ヒアリング調査から、伝建地区や西部地区の歴史的建造物

をめぐるまち歩きマップやチラシ、またイベント等の取り

組みは現存する建物の建築年代や様式など外見的な情報発

信が中心であり、絵葉書に見た当時の人々の生活など街の

内面的な視点、現在は直接見ることはできない当時の人々

の生活の場であった背景を伝えることが、西部地区の日常

感の創出に繋がる重要な視点ではないだろうか。 

参考文献： 函館市中央図書館デジタル資料館 (2021.12.14アクセス) 

http://archives.c.fun.ac.jp/fronts/index/postcards  

函館市西部地区における絵葉書から見た地域価値 

- 人々の場所の感覚と日常感に着目して - 

 
 

松田 穂香＊, 森 朋子＊＊ 

Honoka Matsuda＊, Tomoko Mori＊＊ 

 
 
Keywords: 函館, 伝統的建造物群保存地区, 絵葉書 

＊ネッツトヨタ函館株式会社 
＊＊札幌市立大学・Sapporo City University 
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図１ 絵葉書「西部・

中央地区」130枚の 

被写体となった場所 
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一、 研究の背景と目的  

中国国家観光局が発表した『中国観光発展報告2016』に

よると、中国の観光産業が生み出した雇用者数は 7,911万

人に達し、全世界の観光産業が生み出した雇用者数の

27.8％を占めた。中国の観光産業の人材育成は、1978 年ま

では空白といってもよい状態であったが、観光事業の展開

とともに重視されるようになり、まずは外国語に関する教

育機関を中心として観光に関する専門教育が始まった。こ

の40年間の中国観光教育の歩みを振り返ってみると、教育

の規模は量的に拡大されたが、質的な向上はまだ充実され

ていないという指摘もある。基礎となる観光教育の質的な

向上こそ、中国観光業の正しい発展に欠かせないものだと

考えられている。したがって、観光教育は中国の観光業発

展にとって最も重要な課題である。その一方、日本でも観

光産業は近年注目される産業として、深刻な人手不足が一

番重要な課題となって、日本の観光教育の重要性が示され

たと言える。中国の観光教育のスタートは日本よ20年以上

遅れており、カリキュラムの構成、キャリア教育などまだ

さまざまな問題があると言える。 

二、研究方法  

本研究は「比較研究」を研究手法として行う。天野（1998）

は「高等教育研究は、きわめて現実的な諸問題を対象とす

る場合でも、比較と歴史の視点を無視することはできない」

と述べ、高等教育研究において「比較」研究は不可欠と指

摘されている。中国と日本の観光教育の歴史的な背景を検

討したうえで、両国の現状と課題及び大学における観光学

部、学科のカリキュラム構成を比較する。日本の観光教育

の経験を参考にして、中国の観光教育への示唆を明らかに

して、提言を行った。 

三、結論と今後の課題  

比較の結果から見ると、中国の大学の卒業に必要な単位

数は日本より多い。教育の目的と目標については日本の大

学は国際的な視野を持ち、専門的な知識を身に着けるリー

ダーシップ人材を育成することにあると考えられる。日本

の大学のカリキュラムの中では学生が自由に選択できる科

目が多く、専門科目の必要履修単位数の割合も高い。中国

では語学力、国への愛着心を強調し、応用型、 複合型人材

を育成することを目的としていると考えられる。カリキュ

ラムでは必修化された科目は多く、通識科目だけでは40％

以上を占めているため、専門科目の履修単位数は少なくな

る。 2012 年から、観光教育の中心は中等教育から高等教

育に移行し、質的な充実を推進するようになったとみられ

ている。その一方、日本の観光教育歴史は中国よ20年ぐら

い早いが、1975 年の私立学校振興助成法の制定によって、

高等教育の規模が抑制されて、約20年の空白時代があった。

それが原因で、日本の観光教育は一度中断した。現在まで

日本の観光教育の人手不足問題が深刻になり、学校教育に

おける人材育成が重要な課題になっている。中国と日本の

観光教育ではあらゆる面で違うが、人材の確保の問題は同

じであると考えられる。さらに、日本は人材育成問題に直

面して、積極的にカリキュラム改革を推進しており、中国

にとっては、参考にすべきところが多くあると考えられる。

そこで、日本の観光教育を参考にして、中国の観光教育が

改善すべき点は以下となる。 

１、 学生の自主性を育成する 

  中国の観光系大学の教育は理論知識を重視するため。学 

生が自由に選択する科目が少なくなる。そうすると、学校

を「工場」とみると、同じタイプの人材を「生産」してい

ることになる。  

２、産業界のニーズに対応させる 

  観光業界は変化しつつあるため、人材ニーズも変化して

いく産業界のニーズの変化に応えて、授業の内容もこの変

化に順応し、更新してくべきであろう。  

３、専門科目の設置を増加する 

  中国の大学では、学生の全面的な資質向上することを図

るため通識科目が設置された。結果としては専門科目の履

修率が減少し専門科目の設置はもう一度見直すべきではな

いであろうか。  

４、実践的な科目を増加させる 

中国のカリキュラムの科目設置については、実践的な科

目はほとんどなく、理論教育は徹底的に行われていること

が見られる。教育形式では、中国は教師が一方的に講義す

ることが多く、実際の行動に繋がることは少ない。中国で

も体験型授業の可能性を検討すべきであろう。  

5、観光教育体系を完備する 

中国の観光教育体系は多様な種類で構成され、そのため、

専科学校と本科学校との分野は共通していない。観光産業

を発展させるためには「質の高い観光人材」の需要が満た

されない。 

「参考文献」 

大島順子（2016）「観光の教育力の構造化に向けて」『観光 科学』

琉球大学大学院観光科学研 究科 Vol.8 pp.73 -8 

中留武昭（2012）『大学のカリキュラムマネジメント』東信堂  

＊北海道⼤学⼤学院国際広報メディア・観光学院 

＊＊北海道⼤学メディア·コミュニケーシヨン研究院 

日本の観光教育を参考にした中国の観光教育への提言 
―日中観光系大学カリキュラムの比較をもとに― 

 

鄭星蝶＊, 上田裕文＊＊ 

Tei Seicyou＊, Ueda Hirofumi＊＊ 
 
Keywords: 観光教育、カリキュラム分析、比較教育 
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1. はじめに

2022 年現在、伝統的建造物群保存地区(以下、伝建地区)

は全国126地区で運用され、様々な整備が進められている。

各伝建地区では、地区決定前に地区整備計画や助成措置方

針、現状変更時の基準等を示した保存計画が作成されてお

り、制度開始後には保存計画を踏まえて、実施整備施策や

現状変更内容などの検討が行われている。保存計画は「市

町村が保存のために行う措置を具体的に示したもの」1)であ

り、生活・保存・活用の両立のための課題、歴史的まちな

み整備の方針また進捗状況など、各地区の実情に応じて保

存計画が作成また改正されている。本研究では、保存計画

内の基準設定やその改正内容、改正時期を分析することで、

修景・許可基準とその変遷について全国傾向を把握する。 

2.調査手法 

117伝建地区の保存計画(1)について、重要伝統的建造物群

保存地区(以下、重伝建地区)への選定年別 ①1976~1987 年 

②1988~1993 年 ③1994~2000 年 ④2001 年~ に分類(2)し、

現状変更許可要件である許可基準、経費補助要件を示した

修景基準の記述内容また改正時の変更箇所を分析した。 

3.分析結果 

現在の保存計画の中で、許可基準が設定されているのは

87地区(約74%)であり、2001年以降はほとんどの地区で設

けられていた(図 1)。一方 1976～1987 年に重伝建地区選定

を受けた伝建地区の多くが、保存計画策定時には修景基準

や特徴的な建造物の概要に基づく整備方針のみで許可基準

は示されていなかったが、保存計画策定時から設定してい

た塩尻市奈良井を除く7地区では、2001年以降の保存計画

改正時に許可基準が新たに追加された。同様に修景基準も、

重伝建選定初期の地区では伝統的建造物以外の建造物全て

を対象とした基準や地区全体を同一の基準設定とするもの

が大半であったが、1985 年以降は丸亀市塩飽本島町笠島、

日向市美々津、函館市元町末広町など、保存計画策定時か

ら同一伝建地区内の区域毎や通り毎に異なる複数の基準を

設けた地区が見られ始めた(図 2)。2001 年以降は伝建地区

全体の約4割を占めており、2003年に南木曽町妻籠宿、2005

年に大田市大森銀山において、保存計画改正時に新たに複

数基準の設定が追加された。また区域毎・通り毎の基準内

容の違いについて部位別に比較すると、2001 年以降「高

さ・規模」以外の各部位において、区域毎・通り毎に異な

った基準が多く設けられていることが確認された(表1)。

以上の分析から、近年ではほとんどの伝建地区において、

保存計画策定時から許可基準が設定されており、一部では

修景基準を複数設定している事例も見られた。また 2001

年以降、重伝建地区選定初期の伝建地区を中心に、保存計

画改正時に許可基準の追加や修景基準の変更などの動きも

見られ、現場の運用実態を踏まえた基準変更によって、規

制・誘導内容の具体化が進んでいることが明らかとなった。 

図1 許可基準の設定状況 

図2 修景基準の設定内容 

表1 区域毎・通り毎に異なる修景基準が示された部位(3) 

敷地・位置 ⾼さ・階数 屋根形状 屋根材料 外壁・意匠
〜2000年 5(56%) 7(78%) 4(44%) 2(22%) 6(67%)
2001年〜 19(73%) 8(31%) 19(73%) 11(42%) 16(62%)
【謝辞】 

本研究はJSPS科研費21J15209の助成を受けたものです。

調査にご協力を頂きました皆様に心より感謝申し上げます。 

【補注】 

(1)著者は2018年11月~2022年10月に市町村HP閲覧また伝建担当者に問

い合わせ、117伝建地区の現在また改正前の保存計画を収集した。 

(2)重伝建選定地区が28件となり行政研修会開始など他地区とも交流も進ん

だ1988年、前年に研修会の改編や街並み環境整備事業が開始され重伝建地

区が40件となった1994年、重伝建地区が60件となった2001年から分類。 

(3)区域毎・通り毎に複数の修景基準が設けられた2000年までの9件、2001

年以降の26地区(改正後含む)の中で、複数基準が設定された部位数と割合。 

【参考文献】 

1) 文化庁編(2015).歴史と文化の町並み事典.

*学生会員 大阪市立大学大学院工学研究科(Osaka City University)
**正会員 九州大学大学院人間環境学研究院 (Kyushu University)
***正会員 大阪公立大学大学院工学研究科(Osaka Metropolitan University)

伝統的建造物群保存地区保存計画における修景・許可基準と改正内容に関する研究 
-全国117伝建地区を事例として-

倉田 英司*, 蕭 耕偉郎**, 嘉名 光市*** 

Eiji Kurata*, Kojiro Sho**, Koichi Kana*** 

Keywords: 伝統的建造物群保存地区, 保存計画, 修景基準, 許可基準 
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１．はじめに 

都心部では，民有地における緑とオープンスペース（OS）

創出の重要性が高まっている（国土交通省，2016）。民有地

内の OS の一つに公開空地がある。公開空地とは，総合設

計制度，地区計画，高度利用地区，特定街区，都市再生特

別地区，第1種市街地再開発事業，優良建築物等整備事業

を適用し民間事業者の開発に伴い創出された OS である。

行政は，質の高い OS 創出に期待し緑化率の規定等の緑化

誘導を実施してきたが，緑化の質には課題がある（西谷ら，

2020）。どのような公開空地でどのような緑化がされている

のか，実態を明らかにする必要がある。また，都心部では

緑視率（視界に占める緑の割合）の向上も求められている

が，公開空地の緑化の貢献は明らかでない。 

本研究は，札幌市都心部の公開空地の整備と緑化の傾向

及び緑視率向上への効果を明らかにし，民有地緑化推進へ

の示唆を得ることを目的とした。 

２．方法 

 公開空地を，前述の７つの制度いずれかを適用し創出さ

れた民有地内の OS と定義した。札幌市都心部の公開空地

66箇所と，制度の適用はないが公開空地に類似した場所と

して民有地内のOS4箇所を調査地とした。緑化の実態の把

握のため，高さごとの樹木の本数，花壇の面積等13の緑化

項目を調査した。それに基づき緑化状況を地被植物型，低

木型，高木型，3 種以下混合型（3 種型），4 種以上混合型

（4 種型）に分類した。また，整備状況の把握のため，適

用制度，空地形態（歩道状，貫通状，広場状），空地面積を

調査した。公開空地の整備と緑化の傾向を明らかにするた

め，緑化状況の分類と整備状況の関係を見た。 

次に，公開空地周辺の緑視率の変化を把握するため，現

地で写真を撮影した。撮影方向は道路中央部，交差点，沿

道，沿道と空地内部の４つ設けた。写真内の公開空地部分

の緑化のみを塗りつぶし，緑視率の差を計算した。緑視率

の算出には国土交通省AI緑視率プログラムを用いた。 

３．結果 

 緑化状況の分類の結果，3種型が27箇所と最も多く，次

に4種型が16箇所と複数種による緑化が多かった。空地内

の緑化がない箇所も8箇所あった。緑化がなかったのは，

地区計画のみの適用で，小面積の歩道状の空地が創出され

た箇所であった。緑化があった箇所では，空地形態に広場

状を含むと3種型や4種型が増える傾向が見られた。また，

地被植物型は，空地面積が比較的大きい場合でのみ見られ

たが，高木型，3種型，4種型は空地面積の比較的大きい場

合と小さい場合の両方で見られた。緑化の有無は適用制度，

空地形態，空地面積と関連し，緑化状況の分類は空地形態，

空地面積と関連することが示唆された。 

適用制度と空地形態，空地面積との関連を見た。その結

果，地区計画のみが適用された28箇所中22箇所は歩道状

で空地面積が比較的小さかった。一方，総合設計制度が適

用された18箇所中14箇所は広場状の空地を含んでいた。

適用制度による空地形態，空地面積の違いが見られた。 

次に，緑化があった62箇所の調査地周辺の緑視率の変化

を見た。緑視率は，公開空地部分の緑化により，それぞれ

平均で道路中央部は3.9 %，交差点は1.3 %，沿道は10.6 %，

沿道と空地内部は12.5 %増加していた。 

４．考察 

 緑化や制度，空地の形態，面積の関連から，制度ごとに

創出される空地の形態や面積の傾向が異なり，それに伴い

緑化の有無及び緑化状況の違いが生じていることが示唆さ

れた。そのため，緑化率等の直接的な緑化誘導に加え，公

開空地自体の形態や面積に関する誘導も緑化の質向上につ

ながる可能性がある。公開空地の緑化が緑視率の向上に寄

与していることが明らかとなり，都心部の魅力創出に貢献

する可能性が示唆された。 

 今後の民有地緑化の質の向上に向けては，今回見られた

多様な緑化状況及びそれらがもたらす緑視率と，利用実態

や利用者の印象との関係を調査する必要がある。 

参考文献 

・国土交通省（2016）：新たなステージに向けた緑とオープ

ンスペース政策の展開について，11-17． 

・西谷麟，植田直樹，村上暁信（2020）：緑化条例に基づい

て計画・創出された緑の実態及び変化とその影響に関する

研究，都市計画論文集，55（3），783-790． 
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1．本研究の背景と目的 

豪雪地帯では冬季、雪かきや雪下ろしなどの「雪処理」

を行う必要がある。地方新聞では連日雪処理時の事故に関

する報道等がなされ雪処理が雪国ならではの社会問題にな

っていることが分かる。この現状を踏まえた既往研究より

豪雪地帯での定住意識に雪処理の負担が影響を与えている

ことが分かっている。一方第8期北海道総合開発計画 1) は

食糧自給率 221%と我が国の食料供給基地としての役割を

果たす北海道地方部からの人口流出を抑制する必要性を指

摘している。以上より、雪処理の負担軽減が北海道地方部

からの人口流出抑制に貢献すると仮定し、その仮定の妥当

性の検証を本研究の目的とする。また、雪処理のどの要素

が雪処理の負担に大きく影響しているかも明らかにする。 

2．研究手法 

 本研究では岩見沢市、倶知安町、滝川市の住民に対し雪

処理や定住意識に関する意識調査を行った。この結果を用

いて分析を行い、「雪処理の要素－雪処理の負担－定住意

識」の関係についてのモデルを作成する。 

3．分析結果について 

まず本研究では負担を主観的、客観的の両面から定量化

する。まず主観的雪処理負担感は数量化1類、主成分分析

を用いて定量化した。その結果、主観的雪処理負担感を説

明する要素として雪処理は重荷、将来の雪処理が不安、雪

処理の身体への影響、身体的疲労があることが分かった。 

 次に客観的雪処理負担については共分散構造分析を用い

てモデル化した。その結果得られたパス図が以下の図1で

ある。この結果より客観的雪処理負担には雪処理の実質的

な作業負担よりも雪処理時のけがの恐怖の方が大きく影響

していることが分かる。また、客観的雪処理負担と定住意

識の間には負の関係にあることも示せた。 

5．最後に 

本研究より「雪処理の要素－雪処理の負担－定住意識」

の関係性を示すことが出来、1 章で述べた仮定の妥当性も

検証できた。 

参考文献 

1)国土交通省,「第8期北海道総合開発計画」 
https://h-sangakukan.jp/h-sangakukan/wp-content/uplo

ads/2018/02/20180209sgk8v.pdf 
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１．はじめに 

2022年2月，札幌市では5日（土），6日（日）に合計61cm

の降雪があり，この大雪により7日（月）からの通勤・通

学交通に大きな影響が出た．本研究では，新型コロナウイ

ルス感染症の流行などにより，近年テレワークやオンライ

ン授業が浸透するなど，社会情勢が変化している状況下に

おいて，この大雪が市民の通勤・通学交通にどの様な影響

を及ぼしたのか把握することを目的にアンケート調査を実

施した結果について報告する． 

２．アンケート調査の方法と回答数 

調査方法とアンケート回答数は以下のとおりである． 

アンケート対象：2月7日～10日の通勤・通学行動 

調査対象者：札幌市，小樽市，江別市，石狩市，北広島市，

南幌町，長沼町の住民で札幌圏や居住地周辺への通勤・

通学者． 

調査手法と実施期間： 

Webアンケート（3月1日～3月6日） 

電子メール等による調査票配布（3月7日～3月15日） 

回収数：Webアンケート    235票 

    アンケート調査票配布  46票（合計 281票） 

３．通勤・通学への影響 

（１）アンケート対象日における通勤・通学の変化概況 

 2月7日と8日は，普段通りに通勤・通学できた人が30％

強で約50％の人に遅れや職場・学校にたどり着けないなど

の影響が出ている．一方で，浸透しつつあるテレワーク等

の影響もあり，元々通勤・通学の予定がない人も17％程度

いたことも近年の特徴と考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 通勤・通学の変化概況（2022/2/7～2/10） 

（２）大雪時の通勤・通学時間の変化状況 

 普段と大雪時の通勤・通学時間に，どの程度変化があっ

たのか，図 2（移動手段を変更せず時間がかかった人）と

図 3（移動手段を変更した人）に示した．移動手段を変更

しなかった人の平均では，2 月 7 日は 96 分かかっており，

普段の約2.5倍となった．また，8日～10日にかけても約2

倍の時間がかかっている．一方，移動手段を変更した人の

平均は，一番時間がかかった2月7日で約85分と手段変更

なしに比べてやや短く，約 1.7 倍であり，8 日～10 日にか

けては約1.5倍となっている． 

 

 

 

 

 

図 2 普段と同じ交通機関を利用したが時間がかかった人

の平均所要時間 

 

 

 

 

 

図 3 普段とは別の交通・移動手段を利用して通勤・通学

先に到着した人の平均所要時間 

 なお，大雪時には，普段 JR やバスを利用していた人が

他の移動手段に多く変更していた．特に，JRを利用してい

た人は，地下鉄や自家用車への変更が多く，バスを利用し

ていた人は，徒歩への変更が多かった．また，JRやバスか

ら地下鉄に変更した人は，普段の通勤時間に比べて大幅な

時間増はなく，比較的影響が少なかった． 

 また，通勤・通学時間の他に，大雪時に確認した情報に

ついては，JRとバスの運行情報や道路交通情報、気象情報

について確認した人が多かった．提供されていた情報への

満足度としては，「とても良かった」と「良かった」を合わ

せても約30％であり，情報提供の内容や手法については今

後も改善する余地があると考えられる． 

札幌圏大雪時の通勤・通学への影響 

- 2022年2月上旬に札幌を襲った大雪を対象としたアンケート調査より - 
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０１２

３４ 

１.研究背景 

都市の居住環境が悪化し続ける中、健康管理は大

きな社会問題となっている。これを背景として、日

本では、五感の体験を強調する森林浴によるヘルス

ツーリズムが注目されている。一方、森林浴の品質

評価の観点では、日本の五感モデルに対し、アメリ

カの自然・森林セラピーガイド・プログラム協会

（2020）が提案するのは、五感のモデルを超えて、

身体認識などを含んだアプローチを用いている。森

林におけるヘルスツーリズムの効果を、医科学的エ

ヴィデンスのみならず、観光の楽しみによる意識変

容といった側面からも捉える必要が出てきた。 

一方、これまでの森林浴に関する well-being 的研

究では、主に「静かな」活動とする mindfulness が強

調されている。しかし、体の運動を強調するウォー

キングは依然として森林浴の主な要素であり、刻々

と変化する地形はフロー(Flow)体験を可能にする

挑戦となることも報告されている。これは今までの

「静かな」没入体験とは異なり、自己のブレークス

ルーによる幸福の追求を志向するものである。 

２.先行研究 

S. Elkington（2010）を踏まえて、「経験―プロセス」

の枠組みで、フローを個人と文脈的要因の間の動的

な弁証法的関係を示す経験前後の意識の流れを併せ

て考察することとする。その上で、S. Elkington（2010）

が述べた「人々の具体的なプロセスを重視すべき」

という部分に着目し、本研究ではフローに影響を与

える身体感覚およびそのプロセスをさらに掘り下げ

ることを目的とする。また、感覚の総合性を定義す

るため、台湾の人類学者の余ら（2015）は、項目化

（categorize）の視点から枠組みを構築している。余

らは身体感覚を「身体を経験の主体として、体内と

体外から感知する項目を感知的行動（enact perception）

として焦点を当てたもの」と定義している。 

３.調査方法 

 Jackson ら(2002)が、身体活動でのフロー体験を評

価するための代替的な自己報告尺度として開発した、

フロー状態尺度（Flow State Scale-2）を用いて、紙に

よる体験者のグループインタビューを行った。フロ

ーという言葉は議論のいずれの時点でも使用されず、

代わりに「紙に記述されたものと類似した経験」に

ついて尋ねた。同時に、参加者の身体感覚を把握す

るため、感覚のエスノグラフィ法を用いて尋ねた。 

４.分析方法 

本研究では社会構成主義版 GTA 分析とナラティ

ブ分析を用いる。具体的には、インタビューの過程

で得られたデータをテキスト化する際に、ナラティ

ブ分析によって現象が起こる文脈を特定し、GTA 分

析によって起こる現象のカテゴリを確定した上でス

トーリラインを構築する。データの収集と分析方法

の手順を繰り返し、新たなカテゴリが出現しない、

いわゆる理論飽和まで分析を進める。 

５.結論と考察 

 結論として、森林ウォーキングにおいて主に 3 種

類の没入体験、いわゆる「行動に没入する」「環境に

没入する」「自分の世界に没入する」が異なる文脈に

よってそれぞれ誘発されることを議論した。 

それが環境の整備に示唆を与えるのは３種類の没

入体験に基づいてトレイルをデザインすることによ

ると、それぞれのトレイルが参加者にもたらす没入

体験のタイプの割合が異なり、異なるウェルビーイ

ング的効果を与えることができる。 

これに踏まえて、従来のガイドの役割に頼る森林

浴の枠組みを超えて、デザインに頼って参加者が幸

福感を探り出す枠組みをつくることができる。将来

的に、民族誌的アプローチによる新しい観光サービ

スの開発 (Konu, 2015)という手法によって、異なる

没入体験のコース開発が可能になるのだろう。した

がって、プロジェクトの目的や参加者の動機づけに

よっては、さまざまな場所から独自の文化や観光商

品と連携したサービス商品の開発が可能になるのだ

ろう。このように、自然資源の持続可能な利用に貢

献するだけでなく、疎外されがちな地域の観光活動

を促進する刺激となる可能性がある。 

身体感覚から見る森林ウォーキングにおけるフローのプロセス 
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1. はじめに 

都市化が深刻な今では、土地を立体的に開発して利用す

るのが普通になってくる。「地下空間」という新たな都市空

間の形態が世界中に急速的に成長している。地下空間が頻

繁的に利用され、人々に対しての日常の場所になってくる。 

しかし、地下空間が地上との相違点も確実に存在している。

地下にいる時には、自然環境や都市景観との接触が少なく、

閉塞感による方向感覚及び空間認識も希薄になったり、混

乱になったりする。 

一方で、地下鉄と地下通路が地下空間の主な形である。

それらを建築する時に、よく駅・通路としての実用性機能

と効率が重視される。しかし、それらが人の生活空間とし

ての価値、ある程度の美しさを持つべき建造物としての義

務が常に無視される。規格化されたデザインや、場所の意

味と地域的な個性の欠如によって、地下鉄駅は「外見ばか

りか雰囲気まで同じようになり、没場所」(E. C. Relph，

1976：90) の状態になってしまう。 

本研究は、地下空間の場所性をめぐる三つの問いを考察

する:①何を通して地下空間の場所性が表現・構築されてき

たのか、②人々が如何に地下空間の場所性を認識・感受し

ているのか、③都市の文脈で地下空間の意義と性格をどう

いうふうに理解するのか。 

2. 理論的枠組み 

場所化の定義は「地下空間に利用者との感情的・認識的

なつながりを持たせる空間デザインを施すことを通して、

地下鉄駅を意味や価値がある場所に転換させる」ことであ

る。 

张・翁（2018）はこれまでの場所に関する研究は主に二

つの種類に分けた。第1に、現象学の研究方法を使って、

コミュニティのような人々が慣れ親しむところに注目する

研究である。第2に、心理学の研究方法で観光地のような

非日常的なところを分析する研究がある。彼らによると、

地下鉄駅は市民や観光客が毎日利用している場所であるが、

故郷のような思い出や記憶などが蓄積されるところおよび、

観光地のような新奇な体験を提供するところではなく、む

しろ以上の二つの研究対象の間に介在していると考えられ

る。場所の研究では、地下鉄のような公共空間の研究価値

が無視できない。 

3. 研究内容 

本研究では「都市のイメージ」理論から「地下空間」を

読み解く。リンチ（1981：56）によると、都市のイメージ

を「物理的形態」に「パス、エッジ、ディストリクト、ノ

ード、ランドマーク」の五つのエレメントに分類できる。

その定義から判断すると、地下空間をその中の三つとして

認識することが可能である。地下通路―「パス」、地下広場

―「ディストリクト」、地下鉄駅―「ノード」の対応関係が

成り立つのである。 

4. 方法 

１)南京と札幌で住んだ経験、旅行した経験がある 50 人を

対象としてスケッチ実験を実施する。具体的には「魅力感

じる南京地下鉄の主題として、あなたはどんな写真を撮り

ますか？」という質問を行い、イメージスケッチを描いて

もらう。上田(2009)のLIST（風景イメージスケッチ手法）

を参考した上で、回収した絵の視覚情報を「言語的表象（構

成要素）」「視覚的眺め」「身体配置（対象と視点の関係性）」

「社会的意味（イメージスケッチの主題）」四つの視点から

分析する。 
2)半構造化インタビュー：スケッチ実験した後、描いた内

容について調査対象にインタビューを追加する。質問の設

置には、①対象者基本情報「年齢、性別、仕事、在住年間

／旅行日数、利用頻度、よく使う駅と路線」等；②抽象的

な質問「先描いた絵の雰囲気をいくつかの言葉で形容して

ください。絵を描いた時に心に浮かべた気持ちや感情は何

ですか？」等；③具体的な質問「どのような物やデザイン

を見てあるいは触れ合って、この気持ちや感情になりまし

たか？具体的に説明してください。これらの物やデザイン

をどう改善して欲しいか？」等。 

5. 参考文献 

E. C. Relph. (1976). Place and Placelessness. London: 

Pion. 

Lynch. K. (1960). The Image of the City. Massachusetts: 

The M.I.T Press. （ケヴィン・リンチ. 丹下健三・富田玲

子（訳）. （1981）. 『都市のイメージ』. 岩波書店.） 

上田．（2009）．「風景イメージスケッチ手法の構築に関する

研究」．都市計画論文集,44-3 

熊谷圭知．（2013）.「場所論再考」． お茶の水地理, 52, 1-10． 

张骁鸣・翁佳茗．（2018）．「从“地方感”到“人地相处” ——

以广州天河体育中心公共休闲空间中的人地关系为例」．地理

研究Vol.38, No.7,1581-1593． 

＊北海道大学国際広報メディア・観光学院 
＊＊北海道大学国際広報メディア・観光学院 

地下空間の場所化と利用者の場所性体験 

靳 一丹＊, 上田 裕文＊＊ 

Jin Yidan＊, Ueda Hirofumi＊＊ 
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１.はじめに 

祠は祖先を祀る建築物であり、一族の活動の中心地であ

り、中国伝統社会における独特で影響力のある社会・文化

形態である。今、祠の価値や機能が低下している。本文は

空間生産理論を用い、祠文化を空間の実践、空間の表象と

表象の空間3つに分け、建物と人の関係を分析する。その

上で今後の保護活用のための施策をまとめていく。 

2.研究過程 

(1)「空間の実践」は、物理空間に対応し、「祠」は「左

昭右穆」と「中心軸対称」によって配置され、「左昭右穆」

というのは祠制度の一つで、『周礼』では南向きの左側が

最も目上であるとされている。配置構造の中で、空間の秩

序や建物の高さの構成比率は、建築に限らず、支配者と臣

民、父と子、夫と妻の関係などの階層的な関係を強調し、

尊卑文化の表れとしていて、この文化の目的は統治である。 

空間の装飾に文字やパターンを用いることで、人々の心

理的な意識を誘発する、例えば堂聯は、先祖に敬意を払う

だけでなく、後世に良い道徳習慣と学習意欲を思い出させ

る役割を担っている。 
(2)「空間の表象」は、社会空間に対応し、地域によっ

て儀式は異なるが、本質的な考え方は同じであることがわ

かりました。例えば、祖先崇拝や冠婚葬祭の儀式は、祖先

や高齢者への敬意を伝え、他の氏族との交流を通じて隣人

との調和を図るものである。 

(3)「表象の空間」は、祠の文化空間に対応し、家系図

の中で、祖先や高齢者を敬う思想が随所に見られ、隣人と

の調和や一族との連帯を求めることも、一族の日常生活に

おける素行の要求となっている。 

地元のオペラでは、家族の調和と善行を促進することが

テーマになっています。また、この倫理観は広く一般に受

け入れられ、娯楽と教養の最大限の融合を可能にしている。 

3.研究結論 

(1)勧学。教育を重視したことは、先に述べた家系図や

堂聯に表れているだけでなく、多くの祠の使用空間規定に

も表れており、両側の部屋は、族内の学校としての役割も

担っていまいました。 

(2)処罰。祠では、宗族のルールを決め、争いを処理し

て、これは祖先が子孫を吟味という意味である。 

(3)日常生活への組み込み。祠は、宗族が会合し討議し、

儀式を組織する場所であるだけでなく、冠婚葬祭やオペラ

鑑賞の場でもあった。祠に集う一族は祖先を偲び、一族の

絆を深め、一族の調和を図る。 

(4)集団意識の醸成と民族一体感の強化。祭祀を通じて

宗族への一体感を実現する。集団意識を強化すると同時

に、民族一体感を強化することで実現する。 

(5)個人の社会化の促進。個人は「祠」の日常活動に参

加することで、宗族との一体感を強めている。 

4.将来の保存活用の方向性 

(1)空間の実践の面：保護の面では、 

(a)祠リストの整備と防災に必要なガイドラインの作成。 

(b)市民の参加を促し、遺産保存の重要性を普及させる。 

(c)祠を中心とした景観、建物の高さ、広告の色や内容な

ど、行動制限の方針を打ち出すこと。 

活用の面では、 

(a)拝殿を博物館や文化センターに転用する。 

(b)祠の魅力を知ってもらうためには、伝える人の存在が

不可欠である、近隣の学校、文化団体などとの連携。方法

としては、建物の形態や彫刻、壁画をもとに、写真や美術、

詩の活動などの芸術を生み出すことが可能である。 

(2)空間の表象と表象の空間の面：保護の面では、 

(a)家系図を修正し、根源的な文化を継承し、先祖や家族

の伝統を継続的に継承していく。 

(b)先祖と感情的につながり続け、一族間の絆を深めなが

ら先祖を敬うための儀式や冠婚葬祭を発展させ続ける。 

活用の面では、 

(a)祭祀の際に文化製品を生産し、姓の文化を広めること

で一族の帰属意識を強化する。 

(b)見学の実施祠の意味合いを理解することで、祠文化の

良い面を取り入れ、現代社会に教化機能を実現する。 

５.参考文献 

［1］武田篤志，2008，「アンリ・ルフェーヴルの空間建

築論について」 『社会学研究』37: 117ー124． 
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Ⅰ はじめに 

昨今の札幌都心部では主要なビルの更新時期など諸事

情に伴う再開発が続いている。それ以前、2000年代後半か

ら2020年直前頃までは、遊休不動産の暫定利用という形で

市民主体の様々な趣味縁の小空間が賑わいを見せていた。

こうした場所は、一部の不動産オーナーにとっては都心の

余剰空間の暫定利用の新たな選択肢でもあり、利用者側か

らは、新しい表現の実験的なお披露目の場、同じ感度を持

つギャラリー（観客）同士が会話出来る場、次世代の文化

シーンを担う人材達がそれぞれの関わり方で経験値を積む

場としても結果的に機能していた。こうした空間は、アー

トマネージメント他の領域においても「オルタナティブ・

スペース」をキーワードに論じられてきた。オルタナティ

ブ・スペースは、従来の美術館や商業ギャラリーなどへの

制度的な批判を背景に、文脈を無化し、アートの商品性を

強化する」ホワイトキューブ的実践への「代替」（登,2008,78

ページ）を目指すものとして登場した。ニューヨークでは

1970 年前後に多く見られるようになり、日本では1980 年

代から徐々に登場したとされる。札幌の事例においても、

今日ではフリースペースの代表的な先駆事例として語られ

ることの多い駅裏８号倉庫が1981年9月オープンし1986

年4月に活動を終了している。全国的な動きとは独立であ

りながらも同時期に活動が起こっていたと言える。こうし

た空間が同時代の文化シーンにどのような役割を果たして

来たのか札幌の近年の事例から振り返ることを試みる。 

Ⅱ 先行研究と用語の定義 

オルタナティブ・スペースについての包括的な研究は今

なお決して多いとは言えず、個別の事例に寄り添う形での

論考が多い。井上（2014）が国内の代表事例とその活動内

容を紹介している。最近では笹島（2022）がニューヨーク

の事例を元に先行研究を再整理している。笹島は従来のホ

ワイトキューブへの反発や商業美術の制度批判に加え、組

織的な側面に着目し、意思決定、組織の空間、財源の３点

から新たな整理を行っている。また、従来の先行研究にお

けるオルタナティブ・スペースの主な定義について笹島は

以下のように紹介する。 

・定義A（井上、2014年） 

「一般的に元倉庫や家屋を再利用した非営利の団体

や個人によって運営される現代芸術の制作・発表が行わ

れる空間」 

・定義B（杉田、2005年） 

「従来の造形芸術に収まらない新しい形態の表現のた

めに生まれた空間」 

・定義C（Alloway 1978,ｐ.4） 

“Alternativ Space is a general term referring to the various 

ways in which artists show their work outside commercial 

galleries and formally constituted museums” 

空間・運営・表現など、どの要素に比重を置いているか

で論者と時代により定義は変化していることが伺える。い

ずれにも共通するのは、従来の発表制度に違和感を持つア

ーティストや空間の主宰者が「代替」の可能性を模索する

ところから始まっている姿であると言えよう。 

Ⅲ リアルに集う場の意味と事例報告 

コロナの時代の到来とともに不特定多数が集うような

場の活動の場は苦境に立たされ、札幌では主要な趣味縁的

な拠点の閉鎖が相次いだ。一部はオンラインに活動の場を

移し、新たな表現や集いのあり方を模索している。身体性

を伴わない集い方は、「居合わせること」「共にあること」

によって成立するコンテンツも多いオルタナティブ・スペ

ースにとって、改めて深く論じるべき課題である。また趣

味縁的な場には多く見られた、コンテンツの不確定性、即

興性、来場者が関与しうる「余白」のあり方なども、リア

ルな空間の喪失とともに変質を与儀なくされているように

見受けられる。札幌の趣味縁的な小空間の変遷を中心に事

例報告を行う予定である。 

 

【参考文献】 

・井上真央「現代日本におけるオルタナティヴ・スペース

をめぐる諸問題」、『待兼山論叢』No.48、2014年. 

福住廉「運動体としてのオルタナティヴ・スペース」, Art 

Center On Going,  

https://www.ongoing.jp/about/recommendation/fukuzumi

/（2022年06月02日最終閲覧） 

・登久希子「『オルタナティブ・スペース』の人類学的考察：

ニューヨーク、フランクリン・ファーネイスの軌跡」『年報

人間科学』第29巻第1号,2008年,77-94ページ. 

・笹島秀明「ニューヨークにおける1960年代後半以降のオ

ルタナティブ・スペースの展開」、『人文研究』№.73、2022

年,113-130ページ. 

・杉田敦「オルタナティヴ・スペース アーティスト・ラ

ン・スペース」、『美術手帖』Vol.57、No.861、2005年2月

号 
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一般に，論文または発表の構造は，時代的な背景を踏ま

えて今日的な課題を描出し，これを克服するために知見を

寄せ集めたうえでのその及ばぬところを示し，時代や課題

への新たな視座や示唆を得ようと試みたその結果を取りま

とめる形式が多い．本発表においては，そのような構造に

成り得ないことをはじめに了解いただきたい．なぜなら，

本発表における思考と試行，私論と試論の舞台となる古本

屋は，時代の要請や社会の必要によって生まれるものでは

なく，店主ら（すなわち筆者ら）自身の必要によって生ま

れる場所だからである．つまり，ニーズは社会にあるので

はなく筆者らの内部にある．あるいは，issue driven ではな

くvision driven の産物だからと換言しても良い． 

ついては，本発表では，筆者ら（以後，ユニット名 ROOTs 

と表記）が「世界」をどのように捉え，「まち」に対してど

のような視座を持ち，その上で古本屋 DUAL BOOKs 

（2023年春開店予定）を舞台としてどんな展望を描いてい

るのかをとりまとめる． 

◆世界やまちの捉え方 

・世界は「関係」でできている． 

ROOTs は，世界そしてまちをモノや対象で区切って捉

えることはしない．ROOTs は，世界やまちを「関係」と

して捉える．「関係」が生まれることで，世界の，まちの物

語がはじまる，と考えている． 

◆まちへの基本的な視座 

・まちの個性は人から生まれる 

まちの個性は誰かが意図的に「つくる」ものではない．

そこに住む人々の個性の総体がまちの個性を生む．まち

の個性とは，住む人々の日常から自然発生するのであ

り，その連続こそがまちの魅力と持続性につながる． 

・魅力的なまちとは「状態」である 

例えば、駅が近い・便利・仕事がある等は魅力的な地

域の必要条件ですらない。なぜなら，それらの条件で心

は満たされないから。魅力的なまちとは，選択の自由が

あり、関係性が豊かで、その豊かさを自覚できることを

通じて心が満たされているまち（これはカタチではなく

状態）のことを指す． 

 総じて「選択の自由がある日常，人々や土地との豊かな

関係がある日常，その豊かさを自覚する日常」，住民の日常

がこのような状態になったとき，自然と魅力的なまちが生

まれると考えている．そして，ROOTs はそのようなまち

に住みたい，そのようなまちで子どもを育てたいと考えて

いる． 

◆ROOTs がやること（総論） 

・「自然と魅力的なまちが生まれる」ために環境をデザ

インする．それは，対象のデザインではなく「関係のデ

ザイン」である． 

 個々に存在するコンテンツに関係性が生まれると見え方

が変わり相互に動きが生まれる．そうして世界は変わる。

その関係を設えることを関係のデザインと呼ぶ． 

◆DUAL BOOKsでやること（具体案） 

古本屋を核あるいは舞台としてデザインする関係とは何

か．おそらくそれは「異なるように見えるものの接触・交

感・止揚」だと想定している．例えば，「保守とカウンター

カルチャー」を同列に扱いその共通点を探る勉強会（大人

の寺子屋），または「数の捉え方」をめぐる主流な学校教育

とオルタナティブ教育の混同した勉強会（子ども向けの寺

子屋）といった場（＝関係）をデザインする予定である．

あるいは，高齢者と子どもたちの交流も多様にデザインし

たい．珈琲やお酒が飲める古本屋のテラス席で元美容師の

高齢者が月に1日1人だけ，近所の子どもの髪を切る．そ

んな些細なことからでもよい．高齢者の知恵や堆積してき

た経験，次世代への愛が花開き，地域や子どもらに注がれ，

高齢者には喜びとして還っていくきっかけづくりを行いた

い．古本屋敷地内で子ども向けの農業体験や小屋づくりの

ＷＳも予定している． 

このように，古本屋における交流の媒介物を「本」に限

定せず，模索的な知・身体的な知の獲得「も」できる場と

して展開したい．総じて，DUAL BOOKs は共有地として

の場をデザインすることで共有知の形成・獲得・伝承を目

指しているのかも知れない。いずれにしても，「自然に魅力

的なまちが生まれていく」ための関係の在り方を模索・実

践していく場となるであろう．2023年春オープン予定． 

古本屋を核とした共有地と共有知への展望 

- DUAL BOOKs の- 

伊地知 恭右＊, 伊地知 亮子＊＊ 

Kyosuke Ijichi＊, Ryoko Ijichi＊＊ 

Keywords: 古本屋, 共有地, 共有知 

＊ ROOTs ／ DUAL BOOKs 店主・DUAL Sync 代表 
＊＊ROOTs ／ wodoriko 代表 
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１．本

１．研究の背景と目的 

 我が国の過疎地域では，少子高齢化，人口減少などによ

るまちの衰退が大きな問題となって久しく，地域活性化に

向けて，地域内外の多様な人々の交流や地域づくりのため

の交流拠点の整備が進められている．過疎地域は都市部と

比較して，多様な施設の新設・維持は容易ではないため，

地域にとって必要なものを効率的に整備することが重要で

あると考える．本研究は，地域住民が訪れたいと思えるよ

うな交流拠点の機能を明らかにすることを目的とする．北

海道内の4つの地域での意識調査から交流拠点来訪モデル

を構築し，来訪意思に有意な機能や要因を分析する．そし

て住民の来訪を促進させる交流拠点のあり方の提言を行う． 

２．交流拠点の来訪に関する意識調査の実施 

本研究の対象とする交流拠点は，サークルやイベントの

開催場所，公共交通の待ち時間に利用できる，住民などが

気軽に訪れて気ままに過ごせる，中心市街地に立地してい

るようなものと想定している．そのような交流拠点への来

訪意思に影響を与える機能と水準として表1の5つを設定

した．そして北海道厚真町，士別市，石狩市浜益区，花川

北・花川南地区を対象に交流拠点への来訪意思や通勤，買

い物などの外出行動に関する意識調査を実施した． 

表1 設定した交流拠点の機能と水準 

３．交流拠点来訪モデルの構築 

提示した交流拠点に対して「週1回以上訪れたい」「月1，

2回訪れたい」と回答したものを「訪れたい」とし，「訪れ

ようとは思わない」との2つの目的変数による2項ロジッ

トモデルを用いた交流拠点来訪モデルを構築し，交流拠点

への来訪確率を推定した．本モデルの効用関数では，来訪

意思に有意な交流拠点の機能に加え，個人属性や外出状況

も説明変数とした． 

４．来訪意思に有意な交流拠点の機能と要因に関する分析 

設定した5つの機能のうち，「飲み物・食事の提供」が厚

真町，士別市，花川地区において，「話し相手となるスタッ

フ」が厚真町，浜益区において来訪意思に有意となった．

また要因では，全地域においてアフターコロナで外出頻度

を増やしたいと考えている人は交流拠点来訪意思があるこ

とが明らかとなった． 

 「話し相手となるスタッフ」の整備による来訪確率の変

化を図1に示す．浜益区では整備状況により来訪確率が約

20ptも大きくなることが明らかになった．「飲み物・食事の

提供」の整備による来訪確率の変化も同様になり，住民が

求めている機能を整備することの重要性が示された． 

図1 スタッフの整備による来訪確率の変化 

５．過疎地域の交流拠点のあり方に関する分析と提案 

例として厚真町における提案を示す．厚真町の中心市街

地には「イチカラ」という「飲み物・食事の提供」，「話し

相手となるスタッフ」の機能が備わっている交流拠点が存

在している．意識調査より厚真町では 30 代の定期的な集

まりへの参加状況が高いことが示されたが，これは厚真町

特有の結果であった．さらに若い世代ほどおしゃれな内装

への関心が大きく，そのような内装の整備によって来訪確

率は約 20 ポイント大きくなることも明らかとなった．よ

って厚真町では今後も「イチカラ」を活用し，飲食の提供

の拡充や，若い世代に向けてイベントの開催場所や友人と

の交流場所として来訪を促すことを提案する． 

過疎地域における「よりどころ」としての交流拠点の機能に関する研究 

植野 弘子＊, 岸 邦宏＊＊，高野 伸栄＊＊＊ 

Hiroko Ueno＊, Kunihiro Kishi＊＊，Shin-ei Takano＊＊＊ 

Keywords: 過疎地域, 交流拠点, 外出促進, 地域活性化, 外出促進 

＊北海道大学 大学院工学院・Hokkaido University Graduate School of Engineering 
＊＊北海道大学 大学院公共政策大学院 Hokkaido University Public Policy School 
＊＊＊北海道大学大学院工学研究院 Hokkaido University Faculty of Engineering 
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機能 ⽔準１ ⽔準２
交流する世代の対象 同世代 多世代

新たな出会い・交流があるか あり なし
飲み物・⾷事の提供があるか あり なし

お酒の提供があるか あり なし
話し相⼿となるスタッフがいるか いる いない
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１．はじめに 

 我が国では人口減少・少子高齢化が進み、特に集落部は

顕著に進んでおり「地域運営組織」注1形成の必要性が叫ば

れている。北海道でも、集落部の人口減少・高齢化が進み、

行政主体の地域運営支援にも限界がみられる。また、これ

まで地域運営の中軸であった一次産業従事者は、人手不足

や経営多角化により地域運営に割く手間が減少している。

産業の維持や国土保全等のためには持続的な地域居住が求

められ、「地域運営組織」の形成は必要不可欠といえる。 

２．研究の目的 

 本研究では、道内で地域運営組織の形成を促すために必

要な調査研究の論点を示すとともに、事例調査や筆者が参

画する地域運営組織形成の取組みから、組織形成プロセス

の要点について実践的知見を得ることを目的とする。本稿

は道総研戦略研究注2の途中経過を報告するものである。 

３．地域運営組織の形成に関する研究の論点 

 既往調査等に基づき、論点を以下のとおり整理する。 

①地域運営組織の基盤となる団体と団体間の連携等方策 

②組織形成に至る合意形成のプロセス 

③地域運営組織が有すべき機能の在り方 

④活動の拠点空間及び地域内外ネットワークの在り方 

⑤地域運営組織の形成・運営を支援する組織の在り方 

⑥地域運営組織の形成と持続的運営を支える制度的対応 

４．調査等を踏まえた組織形成プロセスの在り方 

①地域運営組織の基盤となる団体と団体間の連携等方策 

狭義の地域運営ではあるが、行政の仕事を代替して取り

組む組織の実態調査注3を行い、176 市町村から計 660 団体

を確認した。団体は、町内会等の任意団体、株式会社・有

限会社、NPO等であった。団体の機能は、除雪を請け負う

共同事業体のほか、公共交通、公共施設の指定管理、観光、

福祉、など多岐にわたった。既存の萌芽的組織を地域運営

組織として認知、発展する可能性が示唆された。 

②組織形成に至る合意形成のプロセス 

道内 2 つの地域（A,B）において地域運営の今後を検討

する会議に参画し、組織形成プロセスを実践的に検討した。

A地域では、住民団体の問題提起を発端に、行政が議論の

場を用意し筆者らは進行役として関わった。地域住民が主

体となり、目標像の形成、小規模実証、事業計画策定等を

進めた。B 地域も同様に行政が議論の場を用意したが、地

域住民の参加意識を醸成するため、地域おこし協力隊が主

体となった小規模実証を経て目標像の議論を開始した。住

民の参加意識によりプロセスを変える必要性が示唆された。 

③地域運営組織が有すべき機能の在り方 

両地域において住民アンケート、ヒアリング、WS によ

り求められる機能の抽出を行った。また、行政がこれまで

担ってきた地域運営を見直す「行政の仕事の棚卸し」を両

地区に提案、実践した。さらに、小規模実証を運営し地域

運営の負担の軽減方策を試行した。上記はいずれも住民の

意識醸成につながり、有用な探索手法と考えられる。 

④維持すべき拠点空間及び地域内外ネットワークの在り方 

A地域では、店舗の撤退による利便性低下の危機感から、

買い物拠点の維持を主眼とし、住民相互で移動を助け合う

方策も検討されている。B 地域では、買い物機能の維持や

旧商店の空き店舗活用、地域の移動手段が議論の焦点であ

り、いずれも小規模人口下での運営方策が求められている。 

⑤組織形成・運営を支援する中間支援組織の在り方 

 雲南市や南砺市で議論進行支援や活動資金等を確保する

団体が設立されている。A、B 両地域では初期に行政及び

専門家が中間支援を担ったが、伴走支援を代替する中間支

援組織の設置が有効と想定される。 

⑥地域運営組織の形成と持続的運営を支える制度的対応 

 行政の仕事の棚卸しや中間支援組織形成にあたっては、

地域への事業委託制度の整備、既存・新規整備施設の活用

柔軟化など地域運営を支える制度的対応が求められる。 

５．おわりに 

A,B 両地域の取組みは途中段階のものであり、今後も継

続して検討する予定である。また、調査・プロセスから得

られた知見は、マニュアル化し道内に普及する所存である。 

注1 地域の暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心となって形成され、

地域内の様々な関係主体が参加する協議組織が定めた地域経営の指針に

基づき、地域課題の解決に向けた取組を持続的に実践する組織（総務省） 
注2 北海道立総合研究機構 戦略研究「持続可能な農村集落の維持・向上

と新たな産業振興に向けた対策手法の確立」（R2-6年度） 
注3 令和3年集落実態調査（北海道総合政策部）と連携して実施 

北海道内地域における地域運営組織の形成プロセス

- 研究の論点と組織形成プロセスの在り方 

石井 旭＊ 

Akira Ishii＊ 

Keywords: 地域運営組織、地域拠点、地域居住、集落実態調査 

＊ (地独)北海道立総合研究機構 建築研究本部 北方建築総合研究所 主査 博士（工学） 
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